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アジア の窓
※
第
二
十
四
回
公
開
講
座
の
開
催
　
「
揺
ら
ぐ
伝
統
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
波
の
中
で
」
を
　
テ
ー
マ
に
下
記
の
要
領
に
て
公
開
講
座
を
開
催
致
し
　
ま
す
。
○
日
時
・
六
月
五
日
〜
七
月
三
日
、
　
　
　
　
　
毎
週
土
曜
日
、
　
午
後
二
時
〜
四
時
○
場
所
・
亜
細
亜
大
学
三
号
館
、
三
一
〇
〇
教
室
○
テ
ー
マ
・
講
師
(
１)
六
月
五
日
、「
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
と
伝
統
的
文
化
」、
　
　
増
田
義
郎
（
東
京
大
学
名
誉
教
授
）
(
２)
六
月
十
二
日
、「
ア
ジ
ア
的
価
値
観
と
東
南
ア
ジ
　
　
ア
の
挑
戦
」、
湯
浅
博
（
産
経
新
聞
論
説
委
員
）
(
３)
六
月
十
九
日
、「
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
に
傾
く
韓
国
　
　
│
グ
ロ
ー
バ
リ
ズ
ム
へ
の
反
抗
」、
野
副
伸
一
（
亜
　
　
細
亜
大
学
ア
ジ
ア
研
究
所
教
授
）
(
四)
六
月
二
十
六
日
、「
変
貌
す
る
村
の
伝
統
的
関
係
　
　
│
イ
ン
ド
の
カ
ー
ス
ト
と
農
業
生
産
」、 
柳
沢
悠
　
　（
千
葉
大
学
法
経
学
部
教
授
）
(
五)
七
月
三
日
、「
中
国
社
会
の
分
化
と
人
々
の
暮
ら
　
　
し
」、 
小
林
熙
直
（
亜
細
亜
大
学
ア
ジ
ア
研
究
所
　
　
所
長
）
○
受
講
料
・
三
、〇
〇
〇
円（
五
回
一
括
）郵
便
振
替
で
　
　
お
申
し
込
み
下
さ
い
。
口
座
番
号
・
亜
細
亜
大
学
　
　
ア
ジ
ア
研
究
所
〇
〇
一
〇
〇
│
六
│
五
九
七
七
二
ア
ジ
ア
研
究
所
だ
よ
り
※
ア
ジ
ア
研
究
所
人
事
（
四
月
一
日
付
）
○
所
長
の
交
代
・
友
田
錫
所
長
に
代
わ
り
、
小
林
熙
直
　
　
ア
ジ
ア
研
究
所
教
授
が
新
所
長
に
就
任
。
○
専
任
教
員
を
迎
え
る
　
西
澤
正
樹
ア
ジ
ア
研
究
所
　
　
助
教
授(
現
代
ア
ジ
ア
と
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
担
当)
。
香
港
・
先
送
り
さ
れ
た
　
完
全
普
選
の
実
施
　
四
月
下
旬
、
中
国
政
府
は
二
〇
〇
八
年
に
任
期
切
れ
と
な
る
香
港
特
別
行
政
区
の
行
政
官
と
立
法
会
議
員
の
選
出
方
法
を
改
正
し
な
い
旨
決
定
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
香
港
市
民
の
多
く
が
期
待
し
て
い
た
二
〇
〇
七
年
以
降
に
お
け
る
香
港
で
の
普
通
選
挙
の
実
施
は
更
に
先
送
り
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
　
香
港
の
憲
法
に
相
当
す
る
「
基
本
法
」
の
第
六
八
条
に
は
「
立
法
会
の
選
出
方
法
は
、
…
最
終
的
に
は
全
議
員
が
普
通
選
挙
に
よ
っ
て
選
出
さ
れ
る
こ
と
を
目
標
と
す
る
」
と
あ
る
。
ま
た
、
行
政
長
官
と
立
法
会
の
選
出
方
法
を
定
め
た
付
属
文
書
に
は
、「
…
二
〇
〇
七
年
以
降
に
改
正
の
必
要
の
あ
る
場
合
は
、
立
法
会
議
員
の
三
分
の
二
の
多
数
で
可
決
し
…
」
と
あ
る
。
こ
れ
ら
の
条
文
か
ら
み
る
限
り
、
香
港
市
民
の
多
く
が
、
二
〇
〇
七
年
以
降
に
は
香
港
に
お
い
て
も
普
通
選
挙
が
実
施
さ
れ
る
と
期
待
す
る
の
も
無
理
か
ら
ぬ
こ
と
で
あ
る
。
　
立
法
会
の
選
出
方
法
（
選
挙
枠
）
に
関
す
る
現
行
制
度
は
表
の
と
お
り
で
あ
る
が
、
香
港
市
民
の
多
く
が
直
接
枠
の
早
期
拡
大
を
希
望
し
て
き
た
に
も
拘
わ
ら
ず
、
反
中
国
勢
力
の
拡
大
を
懸
念
す
る
中
央
政
府
は
、
「
循
序
漸
進
」（
順
序
を
追
っ
て
漸
進
す
る
）
の
姿
勢
を
崩
さ
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
　
直
選
枠
の
多
寡
を
め
ぐ
る
攻
防
に
決
着
を
つ
け
た
の
が
、全
人
代
に
お
け
る「
基
本
法
」付
属
文
書
に
関
す
る
「
解
釈
草
案
」
の
採
択
（
四
月
六
日
）
で
あ
っ
た
。
要
点
は
、
改
正
の
必
要
の
あ
る
場
合
誰
れ
が
そ
れ
を
確
定
し
、
改
正
案
を
提
出
す
る
か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
「
解
釈
草
案
」
で
は
、「
…
改
正
法
案
は
特
別
行
政
区
政
府
が
立
法
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
旨
の
判
断
が
下
さ
れ
て
い
る
。
要
す
る
に
、
立
法
会
に
は
「
改
正
を
必
要
と
す
る
」
こ
と
を
確
定
す
る
権
利
も
、
自
ら
改
正
案
を
提
出
す
る
権
利
も
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
　「
基
本
法
」に
は
、そ
れ
が
採
択
さ
れ
た
時
（
九
〇
年
四
月
）
か
ら
、
同
法
の
最
終
解
釈
権
が
全
人
代
常
務
委
に
あ
り（
第
一
五
八
条
）、立
法
会
に
は
政
治
制
度
改
正
に
か
か
わ
る
法
案
の
提
出
権
の
な
い
こ
と
も
明
記
さ
れ
て
い
る
（
第
一
七
四
条
）。
従
っ
て
、
「
解
釈
草
案
」
の
採
択
に
呼
応
し
て
、
董
建
華
行
政
長
官
が
中
央
政
府
に
「
現
行
維
持
」
を
具
申
し
て
も
、
そ
れ
自
体
法
律
に
反
す
る
行
動
で
は
な
い
。
　
し
か
し
、
昨
夏
の
「
国
家
保
安
法
」
の
提
出
に
次
ぐ
今
回
の
出
来
ご
と
が
、
香
港
市
民
の
「
一
国
両
制
」
に
対
す
る
信
頼
度
を
著
し
く
低
下
さ
せ
た
こ
と
は
否
め
な
い
事
実
で
あ
る
。
香
港
に
お
け
る
「
一
国
両
制
」
形
骸
化
の
動
向
は
、
今
後
の
両
岸
関
係
を
展
望
す
る
う
え
で
も
重
要
な
視
点
の
一
つ
と
な
ろ
う
。
（
小
林
熙
直
・
ア
ジ
ア
研
究
所
所
長
）
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